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第１ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【所有者別状況】

平成31年１月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 70,000 ― ― ― 70,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―
 

 

(2) 【大株主の状況】

平成31年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株式を除
く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

東京急行電鉄株式会社 渋谷区南平台町５－６ 70,000 100.0

計 ― 70,000 100.0
 

 
 

２ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

取締役

社長執行役員

代表取締役

 大　石　次　則 昭和34年５月31日

昭和58年４月

平成18年４月

 

平成19年１月

 

平成23年４月

 

平成26年４月

 

平成27年４月

平成30年２月

東京急行電鉄㈱入社

㈱東急モールズデベロップメント常務取締

役

東京急行電鉄㈱リテール事業本部商業運営

部統括部長

㈱東急モールズデベロップメント取締役社

長

東京急行電鉄㈱都市開発事業本部都市戦略

事業部副事業部長

同社執行役員 都市創造本部 運営事業部長

当社代表取締役社長執行役員（現任）

※1 ―

取締役

副社長

執行役員

企画・業務

本部長
雨　宮　　　主 昭和33年６月20日

昭和57年４月

平成21年２月

平成22年１月

平成28年２月

平成29年２月

平成30年２月

東京急行電鉄㈱入社

当社執行役員

当社常務執行役員

当社専務執行役員

当社取締役企画・業務本部長（現任）

当社取締役副社長執行役員（現任）

※1 ―

取締役専務

執行役員
営業本部長 上　根　弘　之 昭和31年２月25日

昭和53年４月

平成23年４月

平成25年２月

平成26年４月

平成29年２月

当社入社

当社執行役員

当社常務執行役員

当社営業本部長（現任）

当社取締役専務執行役員（現任）

※1 ―

取締役常務

執行役員

企画・業務

本部副本部

長

山　川　貴　史 昭和40年10月25日

昭和63年４月

平成19年４月

平成24年11月

 

平成29年10月

平成30年２月

 

東京急行電鉄㈱入社

東急スポーツシステム㈱代表取締役社長

マウナラニリゾート(オペレーション)㈱取

締役社長

東京急行電鉄㈱リテール事業部参与

当社取締役常務執行役員企画・業務本部副

本部長（現任）

※1 ―
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取締役

相談役
 二　橋　千　裕 昭和29年１月26日

昭和51年４月

平成14年６月

平成18年６月

平成22年１月

平成30年２月

平成31年４月

㈱伊勢丹入社

同社執行役員

同社取締役専務執行役員

当社代表取締役社長執行役員

当社取締役会長

当社取締役相談役（現任）

※1 ―

取締役  巴　　　政　雄 昭和28年11月23日

昭和51年４月

平成19年６月

平成23年４月

平成26年４月

平成27年６月

平成29年４月

平成29年４月

東京急行電鉄㈱入社

同社取締役

同社常務取締役

同社専務取締役

同社取締役専務執行役員

同社代表取締役副社長執行役員（現任）

当社取締役（現任）

※1 ―

取締役  堀　江　正　博 昭和36年12月31日

昭和59年４月

平成13年６月

 

平成14年９月

平成27年５月

 

平成28年４月

平成28年６月

平成29年７月

東京急行電鉄㈱入社

東急リアル・エステート・インベストメン

ト・マネジメント㈱取締役副社長

同社取締役社長

東京急行電鉄㈱執行役員（現任）

同社生活創造本部リテール事業部長

当社取締役（現任）

東京急行電鉄㈱取締役（現任）

同社リテール事業部長（現任）

※1 ―

取締役  秋　山　浄　司 昭和33年７月３日

昭和57年４月

平成22年10月

 
平成27年４月

 
平成29年６月

 
平成30年４月

平成31年４月

東京急行電鉄㈱入社

同社都市生活創造本部ビル事業部二子玉川

ライズ運営部統括部長

同社生活創造本部リテール事業部商業部統

括部長

㈱東急モールズデベロップメント代表取締

副社長

同社代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）

※1 ―

常勤監査役  田　力　祐　志 昭和33年７月28日

昭和56年４月

平成22年２月

平成23年７月

平成26年４月

平成29年２月

当社入社

当社経営管理室経理部長

当社内部統制推進室長

㈱ながの東急百貨店常務取締役

当社常勤監査役（現任）

※2 ―

監査役  秋　元　直　久 昭和32年６月20日

昭和56年４月

平成17年４月

 

平成24年４月

平成26年６月

 
平成28年６月

平成28年６月

東京急行電鉄㈱入社

同社情報・コミュニケーション事業部

事業企画部統括部長

同社執行役員生活サービス事業本部長

㈱東急エージェンシー常務取締役

執行役員

東京急行電鉄㈱常勤監査役（現任）

当社監査役（現任）

※2 ―

計 ―
 

(注) ※１．取締役の任期は、平成31年１月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年１月期に係る定時株主総会の

終結の時までであります。

※２．監査役の任期は、前任者の任期を引き継いでおり、平成32年１月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

 

当社では、執行役員制度を導入しており、取締役を兼務しない執行役員の役名、職名及び氏名は、以下

のとおりであります。

 

役名 職名 氏名

常務執行役員 営業本部副本部長 兼 東横店長 石　原　一　也

執行役員 札幌店長 萩　原　正　統

執行役員 本店長 高　橋　　　功

執行役員 ＳｈｉｎＱｓ店長 兼 渋谷出店推進担当　 中　村　　　宏

執行役員 食品統括部長 中　島　隆　夫

執行役員 ファッション・雑貨統括部長 高　田　泰　弘
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執行役員 経営統括室長 小　泉　忠　行

執行役員 経理・システム統括室長 赤　羽　祐一郎
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第２ 【会社法の規定に基づく計算書類等】

１ 【貸借対照表】

会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２ 【損益計算書】

会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３ 【株主資本等変動計算書】

会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４ 【個別注記表】

会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５ 【事業報告】

会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６ 【附属明細書】

会社法の規定に基づく附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。
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